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付　　　　　暢＊
「微信（WeChat）」の登場とコミュニケーションの変容
1 ．問題の所在
　デジタル時代に入り，メディア業界において，
大きな変化が生じている．デジタルメディアは，
既存のマスコミ業界，特に新聞業界に衝撃を与え
ている．インターネット時代の到来で，情報の発
信と受信の方法が変わり，人々は誰でも同時に情
報の受信者，採集者と発信者になることができる．
携帯電話メディアは即時性と高速性などの特徴が
あり，デジタルテレビは，高彩度画質の映像を放
送することを可能にしている．
　中国のメディアと言えば従来は「新華社」「人
民日報」「中国中央テレヒ（CCTV）」といった，
中国共産党が直接的にコントロールする伝統メ
ディアが中核をなしてきた．facebook や twitter
などのサイトへのアクセスも規制しているが，中
国国内においては，微博（ウェイボー）をはじめ，
多様なソーシャルメディアが登場し，中国人のコ
ミュニケーション行動を少しずつ変えている．そ
の中に微信（WeChat）は現在，最もホットなメ
ディアになった．微博（ウェイボー）とともに，
現在中国で最も主要な情報プラットフォームに
なっている．微博と微信をはじめとする新しいメ
ディアは，既存のマスコミ界だけでなく，自治政
府，若者の行動に大きな影響を与えている．
2 ．研 究 目 的
　本研究では，微信という新しいメディアによっ
て発生した社会事件，社会問題について，以下の
二つの目的を設定した．
　研究Ⅰの目的は，政府，マスコミと市民間のコ
ミュニケーションがどのように変容しつつあるの
かを明らかにすることである．
　研究Ⅱの目的は，微信を使用しているユーザー
に直接アンケート調査を行い，①微信の登場に
よって，ユーザーがどのようなメリットを感じて
いるのか．②一方で，ユーザーがどのようなデメ
リット（不安やストレスなど）を感じているのか，
を明らかにすることである．
3 ．方　　　法
　₃.₁　研究Ⅰ：事例を整理と考察
　微信に関係する事件や問題事例を収集し，当時
の記事やユーザーの書き込み，そしてマスコミの
報道などと併せて分析した．そして，①事件の概
要，②事件に関する問題点の分析，③微信がどの
ように問題を発掘し市民に伝えたのかについて考
察する．
　₃.₂　研究Ⅱ：アンケート調査
　微信を使っているユーザーに，アプリを使用し
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た理由，他ツールとの比較，プラスしてほしい機
能，便利な点と危険だと思う点は何か，ストレス
を感じる点は何かなどについて調査した．
4 ．結　　　果
　₄.₁　研究Ⅰの結果
　微信（WeChat）自身の普及は，伝統的なマス
メディア，日刊紙に大きな衝撃を与えた．マスメ
ディアは，ニュースや情報を，微信（WeChat）
の公式アカウントを使って直接ユーザーに送信で
きる．マスメディアが自ら送信したものに加えて，
微信（WeChat）ユーザーがキーワード検索によ
り，最新のニュースや情報を取得できる．微信
（WeChat）公式アカウント機能の出現は，この
衝撃を加熱させた．「デジタルメディア時代，誰
でも記者になる」，微信（WeChat）がこの言葉
の確認作業をしてきた．微信（WeChat）と他の
ソーシャルネットワーク最大の違いは，微信
（WeChat）は片側の伝播，環状の伝播，一対一
のプライベート伝播が全部できる．従って，微信
（WeChat）は，ニュース内容の制作，読者に発信，
読者の受信と読者意見の回収の ₄ 部分に変化を与
えた．
　₄.₂　研究Ⅱの結果
　微信は，機能とユーザーのイクスペリエンスな
どの側面において最善を尽くしてきたにもかかわ
らず，ユーザーが不満を感じることが依然として
存在していることが，アンケート調査でわかった．
微信に対してユーザーが感じたメリットとデメ
リットは，以下の通り．
　メリットは，主に ₃ つの点に集中している：
　 ⑴ 　情報通信の迅速性
　 ⑵ 　市民の知る権利に対する満足度向上
　 ⑶ 　無料，使用方法が簡単
　デメリットは，主に ₃ つの点に集中している：
　 ⑴ 　虚偽の情報が拡散
　 ⑵ 　個人情報漏えいの危険性
　 ⑶ 　仕事と生活に否定的な影響
5 ．モ デ ル 化
　微信「朋友圏（モーメンツ）」の情報伝播方式
モデルにより，仮に userA は微信で最初に情報
を出すユーザー，この情報を見ることができる
ユーザーは userA の親友たちしかない，つまり
図 ₁ に示すuserAの周りの大きな円の中の友人．
userB，userC，userD……userG は userA の 友
人リストの中に任意の一人である．図の中に点線
で描いた円はあるユーザーを中心に，流通される
情報の伝播範囲．
　ここでは，userB を例として，次の情報が広め
られた状況を説明する．userB が情報を受信した
後，userB が発信者になり，自分の「朋友圏（モー
メンツ）」内でこの情報を分かち合い，続いて
userB の親友 user d，user e……user g は情報を
読み，自分の「朋友圏（モーメンツ）」内でこの
情報を拡げ，順番に類推．この情報は各ユーザー
の友人圏内で，それぞれの輪全域に拡散していく．
　微信の「朋友圏（モーメンツ）」の中での情報
が一定の隠秘性がある，書き込んだコメントはお
互い共通の友人のみが見ることができる．図 ₁ に
示す大きな円は，微信ユーザーが発表した情報の
共有範囲，userA と userB の間に共有範囲が存
在し，この範囲に userC は両者の共通の親友で
ある．userB は情報を共有することに加えて，ま
だこのメッセージにコメントや「いいね」をつけ
たが，userB が書き込んだコメントは共通の友人
userC だけが見ることができ，他のユーザーから
は見られない．
　当モデルで説明したいのは，微信の出現によっ
て，政府，メディアと市民間関係の変化である．
微信の出現前は，市民が情報を受ける方式は限ら
れていた．それは政府メディア及び政府が認可し
たメディアから一方向で情報を発信し拡散する．
市民はただ情報を受けることしかできない．
　しかしながら，微信の出現によって，政府と市
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民間のコミュニケーション方式に変化が生じた．
もちろん，政府とマスコミは相変わらず絶対的な
権利を持ち，支配的な地位を占めているが，デジ
タルメディア，SNS，特に微信出現前と比べると，
かなり衰えてきたと考察される．
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